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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に改正前の愛媛県教育職員の免許に関する規則様式第９号、様式第１１号及び様式第１６号の規定により交付されてい

る書類は、改正後の愛媛県教育職員の免許に関する規則様式第９号、様式第１１号び様式第１６号の規定により交付された書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県教育職員の免許に関する規則様式第５号、様式第７号、様式第８号、様式第１３号及び様式第

１５号の規定による書類の用紙は、平成２１年度に限り使用することができる。

�愛媛県教育委員会規則第４号
職員の旅費支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

職員の旅費支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の旅費支給等に関する規則（昭和３２年愛媛県教育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（航海日当）

第３条の４ 航海日当は、水産実習の目的で定けい港を出港した日

から帰港した日まで、１日につき別表に掲げる定額を支給する。

（航海日当）

第３条の４ 航海日当は、漁労 の目的で定けい港を出港した日

から帰港した日まで、１日につき別表に掲げる定額を支給する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第５号
愛媛県美術館管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県美術館管理規則の一部を改正する規則

愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（組織）

第３条 省略

（組織）

第３条 省略

２ 美術館に次の分館を置く。

名称 位置

郷土美術館 松山市

（開館時間）

第５条 美術館の開館時間は、午前９時４０分から午後６時 までと

する。

２ 省略

（使用の許可）

第９条 美術館の施設のうち、次の各号に掲げる施設を使用しようと

する者は、それぞれ当該各号に定める期間内に愛媛県美術館使用許

可申請書（様式第１号。以下「使用許可申請書」という。）を教育

委員会に提出し、その許可を受けなければならない。

� 企画展示室、常設展示室、特別展示室、講堂及び県民ギャラリー

（開館時間）

第５条 美術館の開館時間は、午前９時４０分から午後６時３０分までと

する。

２ 省略

（使用の許可）

第９条 美術館の施設のうち、次の各号に掲げる施設を使用しようと

する者は、それぞれ当該各号に定める期間内に愛媛県美術館使用許

可申請書（様式第１号。以下「使用許可申請書」という。）を教育

委員会に提出し、その許可を受けなければならない。

� 企画展示室、常設展示室、特別展示室、講堂、県民ギャラリー
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使用日の１年前から７日前まで

� 省略

２・３ 省略

第１０条～第１４条 省略

（特別利用料の減免）

第１５条 教育委員会は、条例第４条の規定に基づき、次に掲げる者に

対しては、特別利用（条例第５条第２号に規定する特別利用をい

う。以下同じ。）に係る使用料（以下「特別利用料」という。）を

免除する。

� 美術に関する教育、学術上の調査研究又は啓発のために特別利

用をする者で、教育委員会が必要と認めるもの

� 美術館の広報に関し効果があると認められる用途に供すること

を目的として特別利用をする者

２ 教育委員会は、前項に定めるもののほか、必要と認めるときは、

条例第４条の規定に基づき、特別利用料を免除し、又はその一部を

減額することがある。

（使用料 の還付）

第１６条 条例第５条第２号に規定する教育委員会が定める日は、次の

各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとす

る。

� 企画展示室、常設展示室、特別展示室、講堂及び県民ギャラリ

ー 使用日の３０日前の日

� 省略

� 美術館の美術品等 特別利用日の前日

第１７条 省略

（美術館の美術品等の特別利用 ）

第１８条 美術館の美術品等の特別利用

をしようとする者は、館長に愛媛県美術館美術品等特別利

用 許可申請書（様式第６号）を提出し、その許可を受けなければ

ならない。

２ 省略

３ 館長は、第１項の規定による特別利用 の許可の申請があった場

合において、特別利用 が適当であると認めるときは、特別利用

の許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県美術館美術品等

特別利用 許可書（様式第７号）を交付しなければならない。この

場合において、美術館の美術品等の管理上必要があると認めるとき

は、許可に条件を付することがある。

第１９条 省略

第２０条 省略

第２１条 省略

第２２条 省略

別表（第１３条関係）

２ 施設使用料

及び分館展示室 使用日の１年前から７日前まで

� 省略

２・３ 省略

第１０条～第１４条 省略

（施設使用料の還付）

第１５条 条例第５条第２号に規定する教育委員会が定める日は、次の

各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとす

る。

� 企画展示室、常設展示室、特別展示室、講堂、県民ギャラリー

及び分館展示室 使用日の３０日前の日

� 省略

第１６条 省略

（美術館の美術品等の特別利用等）

第１７条 美術に関する学術上の調査研究又は啓発のために、美術館の

美術品等の閲覧、撮影、複写、模写、模造等（以下「特別利用」と

いう。）をしようとする者は、館長に愛媛県美術館美術品等特別利

用等許可申請書（様式第６号）を提出し、その許可を受けなければ

ならない。美術館の美術品等の特別利用により得たものを展示し、

又は刊行物に掲載しようとする者も、同様とする。

２ 省略

３ 館長は、第１項の規定による特別利用等の許可の申請があった場

合において、特別利用等が適当であると認めるときは、特別利用等

の許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県美術館美術品等

特別利用等許可書（様式第７号）を交付しなければならない。この

場合において、美術館の美術品等の管理上必要があると認めるとき

は、許可に条件を付することがある。

第１８条 省略

第１９条 省略

第２０条 省略

第２１条 省略

別表（第１３条関係）

２ 施設使用料

区分 使用料 区分 使用料

省略 省略 本

館

省略 省略

分

館

展示室１ ２，０３０円

展示室２ ２，０３０円

展示室３ ３，０５０円

展示室４ ２，０３０円
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展示室５ ３，０５０円

展示室６ ２，０３０円

展示室７ ３，０５０円

展示室８ ２，０３０円

展示室９ ２，０３０円

注 省略

３ 特別利用料

注１ 省略

２ 分館展示室をすべて使用する場合の使用料は、この表の規定

にかかわらず、１６，３１０円とする。

区分 単位 金額

閲覧

模写・模造

撮影・複写

原版使用

１点１日につき

１点１日につき

１点１回につき

１点１回につき

５００円

５，０００円

５，０００円

５，０００円

注１ 文書は、１葉を１点とする。

２ びょうぶは、１隻を１点とする。

３ １そろいをなす巻子は、１巻を１点とする。

４ 掛軸は、１幅を１点とする。

５ 小型の物で１組又は１箱となっているものは、１組又は１箱

を１点とする。

６ 多数の物で１そろい又は１具となっているものは、数量に応

じて数点に分けるものとする。

７ その他の資料は、各個を１点とする。

様式第１号（第９条関係） 愛媛県美術館使用許可申請書 様式第１号（第９条関係） 愛媛県美術館使用許可申請書

省略 省略

注意 使用施設は、次のとおりです。 注意 使用施設は、次のとおりです。

省略 本館 省略

分館 展示室（１から９まで）

注 省略

様式第２号（第９条、第１１条、様式第３号関係） 愛媛県美術館使用

許可書

（表）

注 省略

様式第２号（第９条、第１１条、様式第３号関係） 愛媛県美術館使用

許可書

（表）

省略 省略

使用上の注意 裏面記載のとおり 。 使用上の注意 裏面記載の使用上の注意事項を遵守すること。

省略 省略

（裏） （裏）

使用上の注意事項

１・２ 省略

３ 天災その他美術館を使用する者の責めに帰することができな

い理由により使用が不能となった場合又は美術館を使用する者

が次表の左欄に掲げる施設の区分に応じ同表の右欄に掲げる日

までに使用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ないと

認めた場合のほかは、納付した使用料を還付しない。

使用上の注意事項

１・２ 省略

３ 天災その他美術館を使用する者の責めに帰することができな

い理由により使用が不能となった場合又は美術館を使用する者

が次表の左欄に掲げる施設の区分に応じ同表の右欄に掲げる日

までに使用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ないと

認めた場合のほかは、納付した使用料を還付しない。

施 設 の 区 分 取消しの申出日 施 設 の 区 分 取消しの申出日

企画展示室、常設展示室、特別展

示室、講堂、県民ギャラリー 使用日の３０日前の日

企画展示室、常設展示室、特別展

示室、講堂、県民ギャラリー、分

館展示室

使用日の３０日前の日
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省略 省略

４～７ 省略 ４～７ 省略

様式第５号（第１７条関係） 愛媛県美術館使用料還付申請書 様式第５号（第１６条関係） 愛媛県美術館使用料還付申請書

省略 省略

使用許可又

は特別利用

許可の内容

使用施設又は特別利用

に 係 る 美 術 品 等

使用又は特別利用

の日時

使用許可

の内容

使用施設 使用

日時

省略 省略

様式第６号（第１８条関係） 愛媛県美術館美術品等特別利用 許可申

請書

様式第６号（第１７条関係） 愛媛県美術館美術品等特別利用等許可申

請書

愛媛県美術館美術品等特別利用 許可申請書

省略

愛媛県美術館美術品等特別利用等許可申請書

省略

特別利用 に

係る美術館の

美術品等及び

特別利用 の

方法

省略 省略 利用 の方法 特別利用等に

係る美術館の

美術品等及び

特別利用等の

方法

省略 省略 利用等の方法

特別利用

の日時

特別利用等

の日時

特別利用

の目的

特別利用等

の目的

省略 省略

注意１ 特別利用 の方法は、次のとおりです。

閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれ

らにより得たものの展示若しくは

刊行物への掲載

２ 特別利用 に係る美術館の美術品等が寄託されたもの

であるときは、その寄託者の承諾書を添付してください。

注意１ 特別利用等の方法は、次のとおりです。

特別利用（閲覧、撮影、複写、模写、模造、その他）、

特別利用により得たものの展示、特別利用により得たも

のの刊行物への掲載

２ 特別利用等に係る美術館の美術品等が寄託されたもの

であるときは、その寄託者の承諾書を添付してください。

注 省略

様式第７号（第１８条関係） 愛媛県美術館美術品等特別利用 許可

書

（表）

注 省略

様式第７号（第１７条関係） 愛媛県美術館美術品等特別利用等許可

書

愛媛県美術館美術品等特別利用 許可書

省略

愛媛県美術館美術品等特別利用等許可書

省略

特別利用 に

係る美術館の

美術品等及び

特別利用 の

方法

省略 省略 利用 の方法 特別利用等に

係る美術館の

美術品等及び

特別利用等の

方法

省略 省略 利用等の方法

特別利用

の日時

特別利用等

の日時

特別利用

の目的

特別利用等

の目的

省略 省略

特別利用上の

注意

裏面記載のとおり。

（裏）

特別利用上の注意事項
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教育委員会告示
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�愛媛県教育委員会告示第１号
学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第５５条第１項の規定により、

次のとおり技能教育のための施設を指定した。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

１ 技能教育のための施設の名称及び所在地

名 称 新居浜高等学院

所在地 新居浜市一宮町二丁目２番４１号

２ 連携措置に係る科目及び連携措置に係る科目に対応する高等学

校の科目

連携措置に係る科目
連携措置に係る科目に対応する

高等学校の科目

ビジネス基礎 ビジネス基礎

商品と流通 商品と流通

課題研究 課題研究

３ 指定年月日

平成２１年３月１９日

１ 許可の条件を遵守すること。

２ 愛媛県美術館（以下「美術館」という。）が収集し、保管

し、若しくは展示する美術品及び美術に関する資料（以下

「美術品等」という。）又は美術館の施設、附属設備等を滅

失し、又は損傷したときは、直ちにその旨を美術館の職員に

届け出るとともに、原状回復をし、又はそれによって生じた

損害を賠償すること。

３ 天災その他美術品等の特別利用をする者の責めに帰するこ

とができない理由により特別利用が不能となった場合又は美

術品等の特別利用をする者が利用日の前日までに特別利用の

取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ないと認めた場合

のほかは、納付した特別利用料を還付しない。

４ 美術館の職員の指示に従うこと。

５ その他美術館の使用に関する諸規程を遵守すること。

様式第８号（第１９条関係）省略

様式第９号（第１９条関係）省略

様式第１０号（第２０条関係）省略

様式第１１号（第２０条関係）省略

様式第１２号（第２０条関係）省略

様式第１３号（第２０条関係）省略

様式第８号（第１８条関係）省略

様式第９号（第１８条関係）省略

様式第１０号（第１９条関係）省略

様式第１１号（第１９条関係）省略

様式第１２号（第１９条関係）省略

様式第１３号（第１９条関係）省略

附 則

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に改正前の愛媛県美術館管理規則様式第１号、様式第２号及び様式第５号から様式第１３号までの規定により提出さ

れ、又は交付している書類は、それぞれ改正後の愛媛県美術館管理規則様式第１号、様式第２号及び様式第５号から様式第１３号までの規

定により提出され、又は交付した書類とみなす。

�愛媛県教育委員会告示第２号
愛媛県文化財保護条例（昭和３２年愛媛県条例第１１号）第１０条第１項及び第３８条第１項の規定に基づき、次のとおり愛媛県指定有形文化財

に指定するとともに、愛媛県指定天然記念物の指定を解除する。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

１ 指定する有形文化財

名 称 所 在 地 所 有 者 員 数

鴨 山 菊 池 家 文 書 西予市宇和町卯之町四丁目１１番地２ 西予市三瓶町津布里６番地１１
菊池 浄 １２４点

２ 指定を解除する天然記念物
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教育委員会訓令

名 称 所 在 地 所 有 者 参 考

つ ば き 四国中央市富郷町津根山５６番地４ 合田 澄男
昭和４５年
３月２７日
指 定

�愛媛県教育委員会告示第３号
愛媛県文化財保護条例（昭和３２年愛媛県条例第１１号）第１０条第１項の規定に基づき指定した愛媛県指定有形文化財の名称を次のように変

更する。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

名称を変更する文化財

種 別
名 称

所 在 地 所有者 員数 変更年月日
旧 新

有形文化財 愛媛県立美術館分館郷土美術館
（旧萬翠荘） 萬翠荘 松山市一番町三丁目１９番地１ 愛 媛 県 １棟 平成２１年４月１日

�愛媛県教育委員会訓令第１号
教育委員会事務局

教 育 機 関

愛媛県総合科学博物館処務規程等の一部を改正する等の訓令を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県総合科学博物館処務規程等の一部を改正する等の訓令

（愛媛県総合科学博物館処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県総合科学博物館処務規程（平成１２年４月愛媛県教育委員会訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事務分掌）

第２条 博物館の課 の分掌事務は、次のとおりとす

る。

学芸課

�～� 省略

� 省略

� 自然史、科学技術及び産業史（以下「自然史等」という。）に

関する展示の企画及び実施に関すること。

� 自然史等に関する資料の収集、整理及び保存に関すること。

� 自然史等に関する調査研究及び相談に関すること。

� プラネタリウムに関すること。

� 自然史等 に

関する講座の開設、行事の開催等に関すること。

（事務分掌）

第２条 博物館の課並びに係及び科の分掌事務は、次のとおりとす

る。

総務課

総務係

�～� 省略

� 展示室及びプラネタリウムの観覧に関すること。

� 博物館の施設の提供に関すること。

� 省略

� その他他課の所掌に属しないこと。

振興課

企画普及係

� 自然史、科学技術及び産業史（以下「自然史等」という。）に

関する講座の開設、行事の開催等に関すること。
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� 省略

� 省略

� 自然史等に関する啓発に関すること。

� 生涯学習の促進及び援助に関すること。

� 指定管理者との連絡調整に関すること。

� その他博物館の運営に必要な事項に関すること。

２ 前項の分掌事務のうち、自然史及びプラネタリウムに関する事務

は自然研究科が、科学技術に関する事務は科学技術研究科が、産業

史に関する事務は産業研究科が分掌する。

（職務）

第３条 省略

２ 課長、副参事、教育専門員及び専門員は、それぞれ愛媛県教育委

員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号。以下

「組織規則」という。）第９条第２項並びに第１０条第４項、第８項

及び第９項に規定する職務に従事する。

３ 省略

４ 担当係長は、組織規則第１０条第１１項に規定する職務に従事する。

５ 省略

６ 省略

７ 省略

（代決）

第４条 館長が不在のときは、学芸課長がその事務を代決する。

２ 省略

（館長専決事項）

第５条 館長は、次の事項について専決処理することができる。ただ

� 博物館の広報に関すること。

� 省略

	 博物館友の会に関すること。


 省略

� その他自然史等に関する啓発に関すること。

生涯学習係

� 生涯学習に関する講座の開設、行事の開催等に関すること。

� 生涯学習に関する芸術文化事業の実施に関すること。

� 生涯学習に関する学習情報の収集及び提供に関すること。

	 生涯学習に関する相談に関すること。


 生涯学習の指導者の養成に関すること。

� その他生涯学習の促進及び援助に関すること。

学芸課

自然研究科

� 自然史に関する展示の企画及び実施に関すること。

� プラネタリウムの運営に関すること。

� 自然史に関する資料の収集、整理及び保存に関すること。

	 自然史に関する調査研究及び相談に関すること。

科学技術研究科

� 科学技術に関する展示の企画及び実施に関すること

� 科学技術に関する資料の収集、整理及び保存に関すること。

� 科学技術に関する調査研究及び相談に関すること。

産業研究科

� 産業史に関する展示の企画及び実施に関すること。

� 産業史に関する資料の収集、整理及び保存に関すること。

� 産業史に関する調査研究及び相談に関すること。

（職務）

第３条 省略

２ 参事は、愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育

委員会規則第５号。以下「組織規則」という。）第１０条第３項に規

定する職務に従事する。

３ 課長、副参事、教育専門員及び専門員は、それぞれ組織規則

第９条第２項並びに第１０条第４項、第８項

及び第９項に規定する職務に従事する。

４ 省略

５ 係長 は、組織規則第９条第６項に規定する職務に従事する。

６ 省略

７ 主任は、組織規則第１０条第１２項に規定する職務に従事する。

８ 省略

９ 主事、技師及びその他の職員は、組織規則第１２条第２項に規定す

る職務に従事する。

１０ 省略

（代決）

第４条 館長が不在のときは、総務課長がその事務を代決する。

２ 省略

（館長専決事項）

第５条 館長は、次の事項について専決処理することができる。ただ

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号外１

９６



し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ教育委

員会の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� １件５００万円未満の支出を伴う事件（工事

を除く。）の決定及びその執行に関すること。

� 博物館資料の特別利用及び館外貸出しの許可に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ教育委

員会の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� １件５００万円未満の支出を伴う事件（工事及び次号に掲げるも

のを除く。）の決定及びその執行に関すること。

� 施設の維持管理のための委託契約に関すること。ただし、１件

の設計金額が５００万円以上の委託契約に係る業者の選定を除く。

� 博物館の施設の使用 の許可に関すること。

� 特別の展示に係る展示室観覧料に関すること。

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

（愛媛県歴史文化博物館処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県歴史文化博物館処務規程（平成１２年４月愛媛県教育委員会訓令第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事務分掌）

第２条 博物館の課 の分掌事務は、次のとおりとす

る。

学芸課

�～� 省略

� 省略

� 県の歴史文化に関する展示の企画及び実施に関すること。

� 県の歴史文化に関する資料の収集、整理及び保存に関するこ

と。

� 県の歴史文化に関する調査研究及び相談に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 県の歴史文化に関する啓発に関すること。


 生涯学習の促進及び援助に関すること。

� 指定管理者との連絡調整に関すること。


 その他博物館の運営に必要な事項に関すること。

２ 前項の分掌事務のうち、県の歴史及び文書に関する事務は歴史・

文書研究科が、県の民俗に関する事務は民俗研究科が、県の考古に

関する事務は考古研究科が分掌する。

（事務分掌）

第２条 博物館の課並びに係及び科の分掌事務は、次のとおりとす

る。

総務課

総務係

�～� 省略

� 展示室の観覧に関すること。

� 博物館の施設の提供に関すること。

� 省略

� その他他課の所掌に属しないこと。

振興課

企画普及係

� 省略

� 博物館の広報に関すること。

� 省略

� 博物館友の会に関すること。

� 省略

� その他県の歴史文化に関する啓発に関すること。

生涯学習係

� 生涯学習に関する講座の開設、行事の開催等に関すること。

� 生涯学習に関する芸術文化事業の実施に関すること。

� 生涯学習に関する学習情報の収集及び提供に関すること。

� 生涯学習に関する相談に関すること。

� 生涯学習の指導者の養成に関すること。

� その他生涯学習の促進及び援助に関すること。
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（職務）

第３条 省略

２ 課長、副参事及び専門員は、それぞれ愛媛県教育委員会事務局組

織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号。以下「組織規則」

という。）第９条第２項並びに第１０条第４項及び第９項に規定する

職務に従事する。

３ 省略

４ 担当係長は、組織規則第１０条第１１項に規定する職務に従事する。

５ 省略

６ 省略

７ 省略

（代決）

第４条 館長が不在のときは、学芸課長がその事務を代決する。

２ 省略

（館長専決事項）

第５条 館長は、次の事項について専決処理することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ教育委

員会の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� １件５００万円未満の支出を伴う事件（工事

を除く。）の決定及びその執行に関すること。

� 博物館資料の特別利用及び館外貸出しの許可に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

学芸課

歴史研究科

� 県の歴史に関する展示の企画及び実施に関すること。

	 県の歴史に関する資料の収集、整理及び保存に関すること。


 県の歴史に関する調査研究及び相談に関すること。

民俗研究科

� 県の民俗に関する展示の企画及び実施に関すること。

	 県の民俗に関する資料の収集、整理及び保存に関すること。


 県の民俗に関する調査研究及び相談に関すること。

考古研究科

� 県の考古に関する展示の企画及び実施に関すること。

	 県の考古に関する資料の収集、整理及び保存に関すること。


 県の考古に関する調査研究及び相談に関すること。

文書研究科

� 県の文書に関する展示の企画及び実施に関すること。

	 県の文書に関する資料の収集、整理及び保存に関すること。


 県の文書に関する調査研究及び相談に関すること。

（職務）

第３条 省略

２ 参事は、愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育

委員会規則第５号。以下「組織規則」という。）第１０条第３項に規

定する職務に従事する。

３ 課長、副参事及び専門員は、それぞれ組織規則

第９条第２項並びに第１０条第４項及び第９項に規定する

職務に従事する。

４ 省略

５ 係長 は、組織規則第９条第６項に規定する職務に従事する。

６ 省略

７ 主任は、組織規則第１０条第１２項に規定する職務に従事する。

８ 省略

９ 主事及びその他の職員は、組織規則第１２条第２項に規定する職務

に従事する。

１０ 省略

（代決）

第４条 館長が不在のときは、総務課長がその事務を代決する。

２ 省略

（館長専決事項）

第５条 館長は、次の事項について専決処理することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ教育委

員会の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� １件５００万円未満の支出を伴う事件（工事及び次号に掲げるも

のを除く。）の決定及びその執行に関すること。

� 施設の維持管理のための委託契約に関すること。ただし、１件

の設計金額が５００万円以上の委託契約に係る業者の選定を除く。

� 博物館の施設の使用 の許可に関すること。

� 特別の展示に係る展示室観覧料に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略
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（愛媛県生涯学習センター処務規程等の廃止）

第３条 次に掲げる訓令は、廃止する。

� 愛媛県生涯学習センター処務規程（平成１２年４月愛媛県教育委員会訓令第４号）

� えひめ青少年ふれあいセンター処務規程（平成２０年３月愛媛県教育委員会訓令第３号）

附 則

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会訓令第２号
県 立 学 校

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令

愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年３月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号。以下

「施行規則」という。）第８４条に規定する高等学校学習指導要領

（平成１１年３月文部省告示第５８号）及び平成２１年４月１日から新

高等学校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学

校学習指導要領の特例を定める件（平成２１年３月文部科学省告示

第３８号）によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 中等教育学校の前期課程の教育課程については、施行規則

第７４条に規定する中学校学習指導要領（平成１０年１２月文部省告示

第１７６号）、平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間に

おける中学校学習指導要領の特例を定める件（平成２０年６月文部

科学省告示第９９号）及び施行規則第１０９条の規定に基づき定めら

れた中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等学校の教育

課程の基準の特例を定める件（平成１０年１１月文部省告示第１５４

号）によらなければならない。

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、施行規則第８４

条に規定する高等学校学習指導要領、平成２１年４月１日から新高

等学校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校

学習指導要領の特例を定める件及び施行規則第１０９条の規定に基

づき定められた中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等

学校の教育課程の基準の特例を定める件によらなければならな

い。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、施行規則第１２９条に規定する特別支援学校幼稚部教

育要領（平成２１年３月文部科学省告示第３５号）、特別支援学校小

学部・中学部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６１号）、

平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間における新特別

支援学校小学部・中学部学習指導要領が適用されるまでの間にお

ける現行特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の特例を定め

る件（平成２１年３月文部科学省告示第３９号）、特別支援学校高等

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号。以下

「施行規則」という。）第８４条に規定する高等学校学習指導要領

（平成１１年３月文部省告示第５８号）

によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 中等教育学校の前期課程の教育課程については、施行規則

第７４条に規定する中学校学習指導要領（平成１０年１２月文部省告示

第１７６号）

及び施行規則第１０９条の規定に基づき定めら

れた中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等学校の教育

課程の基準の特例を定める件（平成１０年１１月文部省告示第１５４

号）によらなければならない。

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、施行規則第８４

条に規定する高等学校学習指導要領

及び施行規則第１０９条の規定に基

づき定められた中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等

学校の教育課程の基準の特例を定める件によらなければならな

い。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、施行規則第１２９条に規定する特別支援学校幼稚部教

育要領（平成１１年３月文部省告示第６０号） 、特別支援学校小

学部・中学部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６１号）及

び

特別支援学校高等
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人事委員会規則
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部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６２号）及び平成２１年

４月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が適用されるま

での間における現行特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定

める件（平成２１年３月文部科学省告示第４０号）によらなければな

らない。

２ 省略

部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６２号）

によらなければな

らない。

２ 省略

附 則

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則２－２１
愛媛県人事委員会事務局長に対する権限の委任に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

愛媛県人事委員会事務局長に対する権限の委任に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県人事委員会事務局長に対する権限の委任に関する規則（愛媛県人事委員会規則２－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（委任事務）

第２条 法及びこれに基く条例並びに規則に別段の定めがある場合

の外、人事委員会の権限に属する事務中次に掲げる事務を処理す

る権限は、事務局長に委任する。

�～� 省略

� 任用規則第６条の採用に係る選考（行政職群の５級以下の

職、公安職群の６級以下の職、研究職群の４級以下の職、医療

職群�の３級以下の職、医療職群�の６級以下の職、医療職群

�の６級以下の職及び技能労務職群の職に係るものに限る。）

に関すること。

�～� 省略

（委任事務）

第２条 法及びこれに基く条例並びに規則に別段の定めがある場合

の外、人事委員会の権限に属する事務中次に掲げる事務を処理す

る権限は、事務局長に委任する。

�～� 省略

� 任用規則第６条第１号に規定する技能労務職群の職及び任用

規則別表第７第１号に規定する職（行政職群の２級以下の職、

研究職群の１級の職、医療職群�の１級の職、医療職群�の３

級以下の職及び医療職群�の３級以下の職に限る。）への採用

選考に関すること。

�～� 省略

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則６－１８１
一般職の任期付研究員の採用等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

一般職の任期付研究員の採用等に関する規則等の一部を改正する規則

（一般職の任期付研究員の採用等に関する規則の一部改正）

第１条 一般職の任期付研究員の採用等に関する規則（愛媛県人事委員会規則６－１５８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤務時間を割り振られたものとみなす時間帯等）

第１０条 条例第７条第２項の人事委員会規則で定める時間帯は、午

前８時３０分から午後５時１５分まで（午後零時から午後１時までを

除く。）の時間帯とする。

（勤務時間を割り振られたものとみなす時間帯等）

第１０条 条例第７条第２項の人事委員会規則で定める時間帯は、午

前８時３０分から午後５時３０分まで（午後零時から午後１時までを

除く。）の時間帯とする。

（職員の給与の支給等に関する規則の一部改正）

第２条 職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－０）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（超過勤務手当等）

第１３条の２ 省略

２ 条例第１４条第２項に規定する人事委員会規則で定める勤務は、

正規の勤務時間（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条

例（昭和２６年愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」と

いう。）第１１条に規定する勤務時間をいう。以下同じ。）が割り

振られた日の正規の勤務時間外にした勤務のうちその勤務の時間

とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間４５

分に達するまでの間の勤務（以下「７時間４５分に達するまでの間

の超過勤務」という。）をした週について、次に掲げる時間を順

次（第３号に掲げる時間については、その週の初日から末日まで

の時間を順次）加えた場合において、当該順次加えた時間が３８時

間４５分（その週に条例第１５条第２項本文の規定により休日給を支

給されることとなる日（以下「休日等」という。）がある場合に

あつては、これに当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた

時間）を超えた日以後の日の当該超えた同号に掲げる時間に係る

勤務とする。

�・� 省略

� ７時間４５分に達するまでの間の超過勤務に係る時間

３ 条例第１４条第３項に規定する人事委員会規則で定める時間は、

週休日の振替等により割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤

務した時間のうち、次に掲げる時間を除く時間とする。

� 週休日の振替等により勤務した日の正規の勤務時間のうち、

７時間４５分を超える時間

� 週休日の振替等により勤務時間が割り振られた後の１週間の

正規の勤務時間のうち、次に掲げる場合に応じそれぞれ次に定

める時間を超える時間（前号に掲げる時間を除く。）

ア 割振り変更前の正規の勤務時間の合計が３８時間４５分以上で

ある場合 当該割振り変更前の正規の勤務時間の合計（その

週に休日等がある場合にあつては、これに当該休日等の正規

の勤務時間の時間数を加えた時間）

イ 割振り変更前の正規の勤務時間の合計が３８時間４５分未満で

ある場合 ３８時間４５分（その週に休日等がある場合にあつて

は、これに当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた時

間）

� 週休日の振替等により勤務時間が割り振られた後の職員勤務

時間等条例第１１条第３項ただし書の規定により勤務時間の割振

りを行う４週間の期間又は職員勤務時間等規則第１１条第３項第

１号の規定により週休日が４日以上となるようにする４週間の

期間における正規の勤務時間の合計のうち、１５５時間（週休日

の振替等により勤務した日の属する週に休日等がある場合にあ

つては、これに当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた

時間）を超える時間（前２号に掲げる時間を除く。）

４・５ 省略

（超過勤務手当等）

第１３条の２ 省略

２ 条例第１４条第２項に規定する人事委員会規則で定める勤務は、

正規の勤務時間（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条

例（昭和２６年愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」と

いう。）第１１条に規定する勤務時間をいう。以下同じ。）が割り

振られた日の正規の勤務時間外にした勤務のうちその勤務の時間

とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が８時間

に達するまでの間の勤務（以下「８時間 に達するまでの間

の超過勤務」という。）をした週について、次に掲げる時間を順

次（第３号に掲げる時間については、その週の初日から末日まで

の時間を順次）加えた場合において、当該順次加えた時間が４０時

間 （その週に条例第１５条第２項本文の規定により休日給を支

給されることとなる日（以下「休日等」という。）がある場合に

あつては、これに当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた

時間）を超えた日以後の日の当該超えた同号に掲げる時間に係る

勤務とする。

�・� 省略

� ８時間 に達するまでの間の超過勤務に係る時間

３ 条例第１４条第３項に規定する人事委員会規則で定める時間は、

週休日の振替等により割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤

務した時間のうち、次に掲げる時間を除く時間とする。

� 週休日の振替等により勤務した日の正規の勤務時間のうち、

８時間 を超える時間

� 週休日の振替等により勤務時間が割り振られた後の１週間の

正規の勤務時間のうち、次に掲げる場合に応じそれぞれ次に定

める時間を超える時間（前号に掲げる時間を除く。）

ア 割振り変更前の正規の勤務時間の合計が４０時間 以上で

ある場合 当該割振り変更前の正規の勤務時間の合計（その

週に休日等がある場合にあつては、これに当該休日等の正規

の勤務時間の時間数を加えた時間）

イ 割振り変更前の正規の勤務時間の合計が４０時間 未満で

ある場合 ４０時間 （その週に休日等がある場合にあつて

は、これに当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた時

間）

� 週休日の振替等により勤務時間が割り振られた後の職員勤務

時間等条例第１１条第３項ただし書の規定により勤務時間の割振

りを行う４週間の期間又は職員勤務時間等規則第１１条第３項第

１号の規定により週休日が４日以上となるようにする４週間の

期間における正規の勤務時間の合計のうち、１６０時間（週休日

の振替等により勤務した日の属する週に休日等がある場合にあ

つては、これに当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた

時間）を超える時間（前２号に掲げる時間を除く。）

４・５ 省略

（愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部改正）

第３条 愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４７９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（調整月額に順位を付す方法等）

第３条の９ 省略

２・３ 省略

４ 前項の規定による月数への換算は、７時間４５分を１日に、３０日

を１月に換算する。この場合において、１日未満の端数を生じた

ときは１日に切り上げ、１月未満の端数を生じたときは１月に切

り上げるものとする。

（調整月額に順位を付す方法等）

第３条の９ 省略

２・３ 省略

４ 前項の規定による月数への換算は、８時間 を１日に、３０日

を１月に換算する。この場合において、１日未満の端数を生じた

ときは１日に切り上げ、１月未満の端数を生じたときは１月に切

り上げるものとする。

（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則の一部改正）

第４条 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則（愛媛県人事委員会規

則７－１０２７）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（平成１７年改正条例附則第８項の規定による給料の支給）

第４条 切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のう

ち、切替日以降に次の各号に掲げる場合に該当することとなった

職員（当該各号の２以上の号に掲げる場合に該当することとなっ

た職員（人事委員会の定めるこれに準ずる職員を含む。次項にお

いて「特定職員」という。）を除く。）であって、その者の受け

る給料月額が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額に達しな

いこととなるものには、その差額に相当する額を、平成１７年改正

条例附則第８項の規定による給料として支給する。

�～� 省略

� 再任用職員異動をした場合 平成１７年改正条例第１条による

改正前の職員の給与に関する条例別表第１から別表第５までの

給料表の再任用職員の欄に掲げる給料月額又は平成１７年改正条

例第２条による改正前の教育職員の給与に関する条例別表第１

及び別表第２の給料表の再任用教育職員の欄に掲げる給料月額

のうち、切替日の前日にその者が属していた職務の級に応じた

額（当該再任用職員異動後に法第２８条の５第１項に規定する短

時間勤務の職を占める職員については、当該額に、職員勤務時

間等条例第１１条第１項の規定又は教育職員勤務時間等条例第１１

条第１項の規定により定められたその者の当該再任用職員異動

後における勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た

額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた額））

� 省略

２ 省略

（平成１７年改正条例附則第８項の規定による給料の支給）

第４条 切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のう

ち、切替日以降に次の各号に掲げる場合に該当することとなった

職員（当該各号の２以上の号に掲げる場合に該当することとなっ

た職員（人事委員会の定めるこれに準ずる職員を含む。次項にお

いて「特定職員」という。）を除く。）であって、その者の受け

る給料月額が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額に達しな

いこととなるものには、その差額に相当する額を、平成１７年改正

条例附則第８項の規定による給料として支給する。

�～� 省略

� 再任用職員異動をした場合 平成１７年改正条例第１条による

改正前の職員の給与に関する条例別表第１から別表第５までの

給料表の再任用職員の欄に掲げる給料月額又は平成１７年改正条

例第２条による改正前の教育職員の給与に関する条例別表第１

及び別表第２の給料表の再任用教育職員の欄に掲げる給料月額

のうち、切替日の前日にその者が属していた職務の級に応じた

額（当該再任用職員異動後に法第２８条の５第１項に規定する短

時間勤務の職を占める職員については、当該額に、職員勤務時

間等条例第１１条第１項の規定又は教育職員勤務時間等条例第１１

条第１項の規定により定められたその者の当該再任用職員異動

後における勤務時間を４０時間 で除して得た数を乗じて得た

額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた額））

� 省略

２ 省略

（職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則の一部改正）

第５条 職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休暇の許可の事由及び期間）

第１条の３ 省略

２～４ 省略

５ １時間を単位として与える無給休暇は、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した時間で、１日を通じて４時間の

範囲内とする。

（休暇の許可の事由及び期間）

第１条の３ 省略

２～４ 省略
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６ 再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に対する第１

項の表�の項及び�の項、第２項の表並びに第４項の規定の適用

については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員の１週間の勤

務日（条例第１１条第４項に規定する勤務日をいう。以下同

じ。）の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（１週間

ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時間数（以下

「勤務形態」という。）が同一でない職員（以下「不斉一型短

時間勤務職員」という。）にあつては、３８時間４５分に条例第１１

条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時間を３８時間

４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日当た

りの勤務時間（職員の勤務時間等に応じ人事委員会が定める期

間内の勤務時間を当該期間内の勤務日の日数で除して得た時間

をいう。以下同じ。）を１日として日に換算して得た日数（１

日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数））

（その日数が５日を超えるときは、５日）」とする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「３日」とあるのは、「３日に

再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員の１週間の勤

務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型

短時間勤務職員にあつては、２３時間１５分に条例第１１条第１項の

規定に基づき定められたその者の勤務時間を３８時間４５分で除し

て得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時

間を１日として日に換算して得た日数）（１日未満の端数があ

るときは、これを四捨五入して得た日数とし、その日数が３日

を超えるときは、３日とする。」とする。

� 第２項の表期間の欄中「一の年において１８０日」とあるの

は、「一の年において１８０日に再任用短時間勤務職員又は任期

付短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日で除して得た

数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤務職員にあつては、

１，３９５時間に条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその

者の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数

を、その者の１日当たりの勤務時間を１日として日に換算して

得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して

得た日数））（その日数が１８０日を超えるときは、１８０日）」と

する。

� 第４項中「１８０日」とあるのは、「１８０日に再任用短時間勤務

職員又は任期付短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日

で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤務職員に

あつては、１，３９５時間に条例第１１条第１項の規定に基づき定め

られたその者の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて

得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間を１日として日

に換算して得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四

捨五入して得た日数））（その日数が１８０日を超えるときは、

１８０日）」とする。

（条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第１条の４ 条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

� 前条第１項の表�の項及び�の項に規定する有給休暇を与え

る場合

� 次に掲げる休暇の残日数のすべてを与える場合において、当

該残日数に１時間未満の端数がある場合

５ 再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に対する第１

項の表�の項及び�の項、第２項の表並びに第４項の規定の適用

については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員の１週間の勤

務日（条例第１１条第４項に規定する勤務日をいう。以下同

じ。）の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（１週間

ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時間数（以下

「勤務形態」という。）が同一でない職員（以下「不斉一型短

時間勤務職員」という。）にあつては、４０時間 に条例第１１

条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時間を４０時間

で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日当た

りの勤務時間（職員の勤務時間等に応じ人事委員会が定める期

間内の勤務時間を当該期間内の勤務日の日数で除して得た時間

をいう。以下同じ。）を１日として日に換算して得た日数（１

日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数））

（その日数が５日を超えるときは、５日）」とする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「３日」とあるのは、「３日に

再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員の１週間の勤

務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型

短時間勤務職員にあつては、２４時間 に条例第１１条第１項の

規定に基づき定められたその者の勤務時間を４０時間 で除し

て得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時

間を１日として日に換算して得た日数）（１日未満の端数があ

るときは、これを四捨五入して得た日数とし、その日数が３日

を超えるときは、３日とする。」とする。

� 第２項の表期間の欄中「一の年において１８０日」とあるの

は、「一の年において１８０日に再任用短時間勤務職員又は任期

付短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日で除して得た

数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤務職員にあつては、

１４４０時間 に条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその

者の勤務時間を４０時間 で除して得た数を乗じて得た時間数

を、その者の１日当たりの勤務時間を１日として日に換算して

得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して

得た日数））（その日数が１８０日を超えるときは、１８０日）」と

する。

� 第４項中「１８０日」とあるのは、「１８０日に再任用短時間勤務

職員又は任期付短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日

で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤務職員に

あつては、１４４０時間 に条例第１１条第１項の規定に基づき定め

られたその者の勤務時間を４０時間 で除して得た数を乗じて

得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間を１日として日

に換算して得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四

捨五入して得た日数））（その日数が１８０日を超えるときは、

１８０日）」とする。
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ア 条例第５条第１項に規定する年次有給休暇（以下「年次休

暇」という。）

イ 条例第８条の２に規定する子の看護の際の休暇（以下「子

の看護休暇」という。）

ウ 前条第１項の表�の項、�の項及び�の項に規定する有給

休暇

２ 条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める単位は、

１分とする。

（年次休暇 の日数）

第１条の５ 条例第５条第１項の人事委員会規則で定める日数は、

２０日に短時間勤務職員（同項に規定する短時間勤務職員をいう。

以下同じ。）の１週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗

じて得た日数（不斉一型短時間勤務職員にあつては、１５５時間に

条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時間を

３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日

当たりの勤務時間を１日として日に換算して得た日数（１日未満

の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数））とする。

ただし、その日数が労働基準法第３９条の規定により付与すべきも

のとされている日数を下回る場合には、同条の規定により付与す

べきものとされている日数とする。

（休暇の算定）

第３条 省略

２ １時間を単位として与えた休暇を日に換算する場合は、７時間

４５分の休暇をもつて１日とする。ただし、短時間勤務職員にあつ

ては、勤務日１日についての勤務時間（不斉一型短時間勤務職員

にあつては、その者の１日当たりの勤務時間）に相当する時間

（５分を単位とし、これに満たない端数があるときは、これを切

り捨てた時間）の休暇をもつて１日とする。

第４条の３ 第１条の５及び前２条の規定にかかわらず、労働基準

法第３９条第１項又は第２項に規定する継続勤務年数の計算に当た

り、法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１

項若しくは第２項の規定による採用後の勤務が職員の定年等に関

する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第１項の規定によ

る退職、同条例第３条の規定により定められた期限の到来による

退職若しくは法第２８条の４第１項若しくは第２項（法第２８条の５

第２項及び第２８条の６第３項において準用する場合を含む。）、

第２８条の５第１項若しくは第２８条の６第１項若しくは第２項の規

定に基づき定められた任期の満了による退職以前の勤務と継続す

るものとされる職員又は任期付職員法第４条若しくは第５条の規

定による採用後の勤務が同法第４条若しくは第５条若しくは第７

条第２項の規定に基づき定められた任期の満了による退職以前の

勤務と継続するものとされる職員の当該採用された年における年

次休暇の日数は、当該採用後の勤務と当該退職以前の勤務とが継

続するものとみなした場合における日数とする。

（子の看護休暇 ）

第４条の５ 省略

２ 第３条第２項の規定にかかわらず、短時間勤務職員について、

１時間を単位として与えた子の看護休暇 を日に換算する場

（年次有給休暇の日数）

第１条の４ 条例第５条第１項の人事委員会規則で定める日数は、

２０日に短時間勤務職員（同項に規定する短時間勤務職員をいう。

以下同じ。）の１週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗

じて得た日数（不斉一型短時間勤務職員にあつては、１６０時間に

条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時間を

４０時間 で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日

当たりの勤務時間を１日として日に換算して得た日数（１日未満

の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数））とする。

ただし、その日数が労働基準法第３９条の規定により付与すべきも

のとされている日数を下回る場合には、同条の規定により付与す

べきものとされている日数とする。

（休暇の算定）

第３条 休暇は、１日又は１時間を単位として与えるものとする。

ただし、短時間勤務職員のうち不斉一型短時間勤務職員の年次有

給休暇（以下「年次休暇」という。）は、１時間を単位として与

えるものとする。

２ １時間を単位として与える無給休暇は、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した時間で、１日を通じて４時間の

範囲内とする。

３ 省略

４ １時間を単位として与えた休暇を日に換算する場合は、８時間

の休暇をもつて１日とする。ただし、短時間勤務職員にあつ

ては、勤務日１日についての勤務時間（不斉一型短時間勤務職員

にあつては、その者の１日当たりの勤務時間）に相当する時間

（１時間未満の 端数があるときは、これを切

り捨てた時間）の休暇をもつて１日とする。

第４条の３ 第１条の４及び前２条の規定にかかわらず、労働基準

法第３９条第１項又は第２項に規定する継続勤務年数の計算に当た

り、法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１

項若しくは第２項の規定による採用後の勤務が職員の定年等に関

する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第１項の規定によ

る退職、同条例第３条の規定により定められた期限の到来による

退職若しくは法第２８条の４第１項若しくは第２項（法第２８条の５

第２項及び第２８条の６第３項において準用する場合を含む。）、

第２８条の５第１項若しくは第２８条の６第１項若しくは第２項の規

定に基づき定められた任期の満了による退職以前の勤務と継続す

るものとされる職員又は任期付職員法第４条若しくは第５条の規

定による採用後の勤務が同法第４条若しくは第５条若しくは第７

条第２項の規定に基づき定められた任期の満了による退職以前の

勤務と継続するものとされる職員の当該採用された年における年

次休暇の日数は、当該採用後の勤務と当該退職以前の勤務とが継

続するものとみなした場合における日数とする。

（子の看護の際の休暇）

第４条の５ 省略

２ 第３条第４項の規定にかかわらず、短時間勤務職員について、

１時間を単位として与えた子の看護の際の休暇を日に換算する場
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合の算定に関し必要な事項は、他の職員との権衡を考慮し人事委

員会が定める。

（休暇の許可手続）

第６条 省略

２・３ 省略

４ 子の看護休暇 の認定の手続及

び条例第９条に規定する忌引及び父母の祭日休暇の承認の手続に

ついては、第１項及び第２項の規定を準用する。

（年次休暇の繰越）

第９条 職員は、１２月末日におけるその年の年次休暇の残日数（当

該年の翌年の初日に勤務形態が変更される場合にあつては、人事

委員会が定める日数）を、２０日（短時間勤務職員にあつては、第

１条の５の規定による日数）を限度として、次の年に限り繰り越

して請求することができる。

２ 省略

（週休日及び勤務時間の割振りの基準）

第１１条 条例第１１条第１項本文に規定する勤務時間は、１日につき

７時間４５分（育児短時間勤務職員等（条例第５条第１項に規定す

る育児短時間勤務職員等をいう。以下同じ。）にあつては１週間

ごとの期間について、当該育児短時間勤務（同項に規定する育児

短時間勤務）等の内容に従い１日につき７時間４５分を超えない時

間、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつては

１週間ごとの期間について、１日につき７時間４５分を超えない時

間）となるように割り振るものとする。

２・３ 省略

（週休日の振替等）

第１２条 省略

２ 任命権者は、週休日の振替（条例第１１条第４項の規定に基づ

き、勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時

間を同項の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることを

いう。以下同じ。）又は４時間の勤務時間の割振り変更（同項の

規定に基づき、４時間の勤務時間のみが割り振られている日以外

の勤務日の勤務時間のうち４時間 を当該勤務日に割り振る

ことをやめて当該４時間の勤務時間を同項の勤務することを命ず

る必要がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）を行う場合

には、週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更（以下

「週休日の振替等」という。）を行つた後において、週休日が毎

４週間につき４日以上となるようにし、かつ、勤務日等が引き続

き２４日を超えないようにしなければならない。

３ 任命権者は、４時間の勤務時間の割振り変更を行う場合には、

第１項に規定する期間内にある勤務日の始業の時刻から連続し、

又は終業の時刻まで連続する勤務時間について割り振ることをや

めて行わなければならない。

４ 省略

合の算定に関し必要な事項は、他の職員との権衡を考慮し人事委

員会が定める。

（休暇の許可手続）

第６条 省略

２・３ 省略

４ 条例第８条の２に規定する子の看護の際の休暇の認定の手続及

び条例第９条に規定する忌引及び父母の祭日休暇の承認の手続に

ついては、第１項及び第２項の規定を準用する。

（年次休暇の繰越）

第９条 職員は、１２月末日におけるその年の年次休暇の残日数（当

該年の翌年の初日に勤務形態が変更される場合にあつては、人事

委員会が定める日数）を、２０日（短時間勤務職員にあつては、第

１条の４の規定による日数）を限度として、次の年に限り繰り越

して請求することができる。

２ 省略

（週休日及び勤務時間の割振りの基準）

第１１条 条例第１１条第１項本文に規定する勤務時間は、１日につき

８時間 （育児短時間勤務職員等（条例第５条第１項に規定す

る育児短時間勤務職員等をいう。以下同じ。）にあつては１週間

ごとの期間について、当該育児短時間勤務（同項に規定する育児

短時間勤務）等の内容に従い１日につき８時間 を超えない時

間、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつては

１週間ごとの期間について、１日につき８時間 を超えない時

間）となるように割り振るものとする。

２・３ 省略

（週休日の振替等）

第１２条 省略

２ 条例第１１条第４項の人事委員会規則で定める勤務時間は、前項

に規定する期間内にある勤務日のうち、４時間の勤務時間のみが

割り振られている日以外の勤務日の始業の時刻から連続し、又は

終業の時刻まで連続する４時間の勤務時間（以下「半日勤務時

間」という。）とする。

３ 任命権者は、週休日の振替（条例第１１条第４項の規定に基づ

き、勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時

間を同項の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることを

いう。以下同じ。）又は半日勤務時間 の割振り変更（同項の

規定に基づき、４時間の勤務時間のみが割り振られている日以外

の勤務日の勤務時間のうち半日勤務時間を当該勤務日に割り振る

ことをやめて当該半日勤務時間 を同項の勤務することを命ず

る必要がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）を行う場合

には、週休日の振替又は半日勤務時間 の割振り変更（以下

「週休日の振替等」という。）を行つた後において、週休日が毎

４週間につき４日以上となるようにし、かつ、勤務日等が引き続

き２４日を超えないようにしなければならない。

４ 省略

（非常勤職員の勤務時間の基準に関する規則の一部改正）

第６条 非常勤職員の勤務時間の基準に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－２）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（非常勤職員の勤務時間の基準）

第２条 任命権者が定める非常勤職員の勤務時間は次の基準によ

る。

� 日々雇い入れる職員は、１日につき７時間４５分を超えない範

（非常勤職員の勤務時間の基準）

第２条 任命権者が定める非常勤職員の勤務時間は次の基準によ

る。

� 日々雇い入れる職員は、１日につき８時間 を超えない範
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囲

� 省略

囲

� 省略

（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部改正）

第７条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休暇の許可の事由及び期間）

第２条の３ 省略

２～４ 省略

５ １時間を単位として与える無給休暇は、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した時間で、１日を通じて４時間の

範囲内とする。

６ 再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員に対

する第１項の表�の項及び�の項、第２項の表並びに第４項の規

定の適用については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務教育職員又は任期付短時間勤務教育職員の１

週間の勤務日（条例第１１条第３項に規定する勤務日をいう。以

下同じ。）の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（１

週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時間数

（以下「勤務形態」という。）が同一でない職員（以下「不斉

一型短時間勤務教育職員」という。）にあつては、３８時間４５分

に条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時

間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者

の１日当たりの勤務時間（職員の勤務時間等に応じ人事委員会

が定める期間内の勤務時間を当該期間内の勤務日の日数で除し

て得た時間をいう。以下同じ。）を１日として日に換算して得

た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得

た日数）（その日数が５日を超えるときは、５日）」とする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「３日」とあるのは、「３日に

再任用短時間勤務教育職員又は任期付短時間勤務教育職員の１

週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数

（不斉一型短時間勤務教育職員にあつては、２３時間１５分に条例

第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時間を３８

時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日

当たりの勤務時間を１日として日に換算して得た日数）（１日

未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数とし、

その日数が３日を超えるときは、３日とする。」とする。

� 第２項の表期間の欄中「一の年において１８０日」とあるの

は、「一の年において１８０日に再任用短時間勤務教育職員又は

任期付短時間勤務教育職員の１週間の勤務日の日数を５日で除

して得た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤務教育職員に

あつては、１，３９５時間に条例第１１条第１項の規定に基づき定め

られたその者の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて

得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間を１日として日

に換算して得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四

捨五入して得た日数）（その日数が１８０日を超えるときは、１８０

日）」とする。

� 第４項中「１８０日」とあるのは、「１８０日に再任用短時間勤務

教育職員又は任期付短時間勤務教育職員の１週間の勤務日の日

数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤

（休暇の許可の事由及び期間）

第２条の３ 省略

２～４ 省略

５ 再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員に対

する第１項の表�の項及び�の項、第２項の表並びに第４項の規

定の適用については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務教育職員又は任期付短時間勤務教育職員の１

週間の勤務日（条例第１１条第３項に規定する勤務日をいう。以

下同じ。）の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（１

週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時間数

（以下「勤務形態」という。）が同一でない職員（以下「不斉

一型短時間勤務職員 」という。）にあつては、４０時間

に条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時

間を４０時間 で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者

の１日当たりの勤務時間（職員の勤務時間等に応じ人事委員会

が定める期間内の勤務時間を当該期間内の勤務日の日数で除し

て得た時間をいう。以下同じ。）を１日として日に換算して得

た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得

た日数）（その日数が５日を超えるときは、５日）」とする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「３日」とあるのは、「３日に

再任用短時間勤務教育職員又は任期付短時間勤務教育職員の１

週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数

（不斉一型短時間勤務職員 にあつては、２４時間 に条例

第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時間を４０

時間 で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日

当たりの勤務時間を１日として日に換算して得た日数）（１日

未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数とし、

その日数が３日を超えるときは、３日とする。」とする。

� 第２項の表期間の欄中「一の年において１８０日」とあるの

は、「一の年において１８０日に再任用短時間勤務教育職員又は

任期付短時間勤務教育職員の１週間の勤務日の日数を５日で除

して得た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤務職員 に

あつては、１４４０時間 に条例第１１条第１項の規定に基づき定め

られたその者の勤務時間を４０時間 で除して得た数を乗じて

得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間を１日として日

に換算して得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四

捨五入して得た日数）（その日数が１８０日を超えるときは、１８０

日）」とする。

� 第４項中「１８０日」とあるのは、「１８０日に再任用短時間勤務

教育職員又は任期付短時間勤務教育職員の１週間の勤務日の日

数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤
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務教育職員にあつては、１，３９５時間に条例第１１条第１項の規定

に基づき定められたその者の勤務時間を３８時間４５分で除して得

た数を乗じて得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間を

１日として日に換算して得た日数（１日未満の端数があるとき

は、これを四捨五入して得た日数）（その日数が１８０日を超え

るときは、１８０日）」とする。

（条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第２条の４ 条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

� 前条第１項の表�の項及び�の項に規定する有給休暇を与え

る場合

� 次に掲げる休暇の残日数のすべてを与える場合において、当

該残日数に１時間未満の端数がある場合

ア 条例第６条第１項に規定する年次有給休暇（以下「年次休

暇」という。）

イ 条例第９条の２に規定する子の看護の際の休暇（以下「子

の看護休暇」という。）

ウ 前条第１項の表�の項、�の項及び�の項に規定する有給

休暇

２ 条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める単位は、

１分とする。

（年次休暇）

第２条の５ 条例第６条第１項の人事委員会規則で定める日数は、

２０日に短時間勤務教育職員（同項に規定する短時間勤務教育職員

をいう。以下同じ。）の１週間の勤務日の日数を５日で除して得

た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤務教育職員にあつて

は、１５５時間に条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその

者の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数

を、その者の１日当たりの勤務時間を１日として日に換算して得

た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た

日数））とする。ただし、その日数が労働基準法第３９条の規定に

より付与すべきものとされている日数を下回る場合には、同条の

規定により付与すべきものとされている日数とする。

第３条 省略

２ 休暇年度の中途において新たに採用された職員のその休暇年度

における 年次休暇 の日数は、

次表に掲げる日数とする。

務職員 にあつては、１４４０時間 に条例第１１条第１項の規定

に基づき定められたその者の勤務時間を４０時間 で除して得

た数を乗じて得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間を

１日として日に換算して得た日数（１日未満の端数があるとき

は、これを四捨五入して得た日数）（その日数が１８０日を超え

るときは、１８０日）」とする。

（年次有給休暇）

第２条の４ 条例第６条第１項の人事委員会規則で定める日数は、

２０日に短時間勤務教育職員（同項に規定する短時間勤務教育職員

をいう。以下同じ。）の１週間の勤務日の日数を５日で除して得

た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤務職員 にあつて

は、１６０時間に条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその

者の勤務時間を４０時間 で除して得た数を乗じて得た時間数

を、その者の１日当たりの勤務時間を１日として日に換算して得

た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た

日数））とする。ただし、その日数が労働基準法第３９条の規定に

より付与すべきものとされている日数を下回る場合には、同条の

規定により付与すべきものとされている日数とする。

第３条 省略

２ 休暇年度の中途において新たに採用された職員のその休暇年度

における年次有給休暇（以下「年次休暇」という。）の日数は、

次表に掲げる日数とする。

省略 省略

３～５ 省略

（休暇の計算）

第４条 １時間を単位として与えられた休暇を日に換算する場合

は、７時間４５分の休暇をもつて１日とする。ただし、短時間勤務

教育職員にあつては、勤務日１日についての勤務時間（不斉一型

短時間勤務教育職員にあつては、その者の１日当たりの勤務時

間）に相当する時間（５分を単位とし、これに満たない端数があ

るときは、これを切り捨てた時間）の休暇をもつて１日とする。

３～５ 省略

（休暇の計算）

第４条 休暇は、１日又は１時間を単位として与えるものとする。

ただし、短時間勤務教育職員のうち不斉一型短時間勤務職員の年

次休暇は、１時間を単位として与えるものとする。

２ １時間を単位として与える無給休暇は、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した時間で、１日を通じて４時間の

範囲内とする。

３ １時間を単位として与えられた休暇を日に換算する場合

は、８時間 の休暇をもつて１日とする。ただし、短時間勤務

教育職員にあつては、勤務日１日についての勤務時間（不斉一型

短時間勤務職員 にあつては、その者の１日当たりの勤務時

間）に相当する時間（１時間未満の 端数があ

るときは、これを切り捨てた時間）の休暇をもつて１日とする。
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２ 省略

（子の看護休暇 ）

第４条の３ 省略

２ 第４条第１項の規定にかかわらず、短時間勤務教育職員につい

て、１時間を単位として与えられた

子の看護休暇 を日に換算

する場合の計算に関し必要な事項は、他の職員との権衡を考慮し

人事委員会が定める。

３ 省略

（年次休暇の繰越）

第９条 職員は、８月末日におけるその休暇年度の年次休暇の残日

数（当該休暇年度の翌休暇年度の初日に勤務形態が変更される場

合にあつては、人事委員会が定める日数）を、２０日（短時間勤務

教育職員にあつては、第２条の５の規定による日数）を限度とし

て、次の休暇年度に限り繰り越して請求することができる。

２ 省略

（週休日及び勤務時間の割振りの基準）

第１１条 条例第１１条第１項本文に規定する勤務時間は、１日につき

７時間４５分（育児短時間勤務教育職員等（条例第６条第１項に規

定する育児短時間勤務教育職員等をいう。以下同じ。）にあつて

は１週間ごとの期間について、当該育児短時間勤務（同項に規定

する育児短時間勤務）等の内容に従い１日につき７時間４５分を超

えない時間、再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教

育職員にあつては１週間ごとの期間について、１日につき７時間

４５分を超えない時間）となるように割り振るものとする。

２・３ 省略

（週休日の振替等）

第１２条 省略

２ 任命権者は、週休日の振替（条例第１１条第３項の規定に基づ

き、勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時

間を同項の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることを

いう。以下同じ。）又は４時間の勤務時間の割振り変更（同項の

規定に基づき、４時間の勤務時間のみが割り振られている日以外

の勤務日の勤務時間のうち４時間 を当該勤務日に割り振る

ことをやめて当該４時間の勤務時間を同項の勤務することを命ず

る必要がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）を行う場合

には、週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更（以下

「週休日の振替等」という。）を行つた後において、週休日が毎

４週間につき４日以上となるようにし、かつ、勤務日等が引き続

き２４日を超えないようにしなければならない。

３ 任命権者は、４時間の勤務時間の割振り変更を行う場合には、

第１項に規定する期間内にある勤務日の始業の時刻から連続し、

又は終業の時刻まで連続する勤務時間について割り振ることをや

めて行わなければならない。

４ 省略

４ 省略

（子の看護の際の休暇）

第４条の３ 省略

２ 第４条第３項の規定にかかわらず、短時間勤務教育職員につい

て、１時間を単位として与えられた条例第９条の２に規定する子

の看護の際の休暇（以下「子の看護休暇」という。）を日に換算

する場合の計算に関し必要な事項は、他の職員との権衡を考慮し

人事委員会が定める。

３ 省略

（年次休暇の繰越）

第９条 職員は、８月末日におけるその休暇年度の年次休暇の残日

数（当該年の翌年 の初日に勤務形態が変更される場

合にあつては、人事委員会が定める日数）を、２０日（短時間勤務

教育職員にあつては、第１条の４の規定による日数）を限度とし

て、次の休暇年度に限り繰り越して請求することができる。

２ 省略

（週休日及び勤務時間の割振りの基準）

第１１条 条例第１１条第１項本文に規定する勤務時間は、１日につき

８時間 （育児短時間勤務教育職員等（条例第６条第１項に規

定する育児短時間勤務教育職員等をいう。以下同じ。）にあつて

は１週間ごとの期間について、当該育児短時間勤務（同項に規定

する育児短時間勤務）等の内容に従い１日につき８時間 を超

えない時間、再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教

育職員にあつては１週間ごとの期間について、１日につき８時間

を超えない時間）となるように割り振るものとする。

２・３ 省略

（週休日の振替等）

第１２条 省略

２ 条例第１１条第３項の人事委員会規則で定める勤務時間は、前項

に規定する期間内にある勤務日のうち、４時間の勤務時間のみが

割り振られている日以外の勤務日の始業の時刻から連続し、又は

終業の時刻まで連続する４時間の勤務時間（以下「半日勤務時

間」という。）とする。

３ 任命権者は、週休日の振替（条例第１１条第３項の規定に基づ

き、勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時

間を同項の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることを

いう。以下同じ。）又は半日勤務時間 の割振り変更（同項の

規定に基づき、４時間の勤務時間のみが割り振られている日以外

の勤務日の勤務時間のうち半日勤務時間を当該勤務日に割り振る

ことをやめて当該半日勤務時間 を同項の勤務することを命ず

る必要がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）を行う場合

には、週休日の振替又は半日勤務時間 の割振り変更（以下

「週休日の振替等」という。）を行つた後において、週休日が毎

４週間につき４日以上となるようにし、かつ、勤務日等が引き続

き２４日を超えないようにしなければならない。

４ 省略

（職員の育児休業等に関する規則の一部改正）

第８条 職員の育児休業等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－３３）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第４号（第１０条、様式第１号関係） 育児短時間勤務承認請求

書

様式第４号（第１０条、様式第１号関係） 育児短時間勤務承認請求

書

省略 省略

勤務の形態 週 時間 分勤務

省略

勤務の形態 週 時間勤務

省略

省略 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

附 則

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

２ 第３条の規定による改正後の愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則第３条の９第４項の規定は、この規則の施行の日以後の期間

における同条第３項に規定する高齢者部分休業期間（以下「高齢者部分休業期間」という。）に係る月数への換算について適用し、同日

前の高齢者部分休業期間に係る月数への換算については、なお従前の例による。

�愛媛県人事委員会規則７－１０６７
初任給調整手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

初任給調整手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

初任給調整手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１５５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（初任給調整手当を支給する職）

第２条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以

下「職員給与条例」という。）第１８条の４第１項第１号及び第２

号に規定する職は、医療職給料表�の適用を受ける職員の職（医

師法（昭和２３年法律第２０１号）第１６条の２第１項に規定する臨床

研修（以下「臨床研修」という。）を受ける職員の職を除く。）

又は大学教育職員給料表の適用を受ける職員の職のうち医学に関

する専門的知識を必要とする職で、次に掲げるものとする。

�～� 省略

２ 職員給与条例第１８条の４第１項第３号に規定する職は、行政職

給料表の適用を受ける職員の職で、医学又は歯学に関する専門的

知識を必要とすると人事委員会が認めるものとする。

３ 職員給与条例第１８条の４第１項第４号に規定する職は、行政職

給料表、研究職給料表及び医療職給料表�の適用を受ける職員の

職で、獣医師法（昭和２４年法律第１８６号）第７条第２項に規定す

る獣医師免許証を有する者をもつて充てる職とする。

（職員の範囲）

第４条 職員給与条例第１８条の４第２項の規定により初任給調整手

当を支給される職員は、第９条の職員のほか、次の各号に掲げる

職員とする。

� 第２条第１項に規定する職に同項

又は同条第２項に規定する職から異動した職員

及び同項に規定する職に同条第１項に規定する職から異動した

職員

（初任給調整手当を支給する職）

第２条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以

下「職員給与条例」という。）第１８条の４第１項第１号

に規定する職は、医療職給料表�の適用を受ける職員の職（医

師法（昭和２３年法律第２０１号）第１６条の２第１項に規定する臨床

研修（以下「臨床研修」という。）を受ける職員の職を除く。）

又は大学教育職員給料表の適用を受ける職員の職のうち医学に関

する専門的知識を必要とする職で、次に掲げるものとする。

�～� 省略

２ 職員給与条例第１８条の４第１項第２号に規定する職は、行政職

給料表の適用を受ける職員の職で、医学又は歯学に関する専門的

知識を必要とすると人事委員会が認めるものとする。

３ 職員給与条例第１８条の４第１項第３号に規定する職は、行政職

給料表、研究職給料表及び医療職給料表�の適用を受ける職員の

職で、獣医師法（昭和２４年法律第１８６号）第７条第２項に規定す

る獣医師免許証を有する者をもつて充てる職とする。

（職員の範囲）

第４条 職員給与条例第１８条の４第２項の規定により初任給調整手

当を支給される職員は、第９条の職員のほか、次の各号に掲げる

職員とする。

� 第２条第１項に規定する職に同項各号に掲げる職の区分を異

にして異動し、又は同条第２項に規定する職から異動した職員

及び同項に規定する職に同条第１項に規定する職から異動した

職員
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� 省略

附 則

１ 省略

２ 当分の間、医療職給料表�の適用を受ける職員の職のうち、医

療業務に従事する職で特別の事情があると認められる職を占める

職員の初任給調整手当の月額は、第６条の規定にかかわらず、任

命権者があらかじめ人事委員会の承認を得て定める額とすること

ができる。

� 省略

附 則

省略

別表を次のように改める。

別表（第６条関係）

職員の
区分

期間の
区分

職員給与条例１号職員 職員給与条例２号職員 職員給
与条例
３号職
員

職員給
与条例
４号職
員１ 種 ２ 種 ３ 種 ４ 種 ５ 種 １ 種 ２ 種 ３ 種 ４ 種 ５ 種

� １年未満 円
４１０，９００

円
３６５，５００

円
３０６，０００

円
２４９，１００

円
１８３，１００

円
３０６，９００

円
２６８，５００

円
２１６，０００

円
１５９，１００

円
１００，１００

円
５０，０００

円
３０，０００

� １年以上
２年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ５０，０００ ２７，０００

� ２年以上
３年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ５０，０００ ２４，０００

� ３年以上
４年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ５０，０００ ２１，０００

� ４年以上
５年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ５０，０００ １８，０００

� ５年以上
６年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ５０，０００ １５，０００

� ６年以上
７年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ４８，２００ １２，０００

	 ７年以上
８年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ４６，４００ ９，０００


 ８年以上
９年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ４４，６００ ６，０００

� ９年以上
１０年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ４２，８００ ３，０００

� １０年以上
１１年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ４１，０００


 １１年以上
１２年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ３９，２００

� １２年以上
１３年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ３７，４００

� １３年以上
１４年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ３５，６００

� １４年以上
１５年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ３４，２００

� １５年以上
１６年未満 ４１０，９００ ３６５，５００ ３０６，０００ ２４９，１００ １８３，１００ ３０６，９００ ２６８，５００ ２１６，０００ １５９，１００ １００，１００ ３２，８００

� １６年以上
１７年未満 ４０６，５００ ３６１，５００ ３０２，７００ ２４６，５００ １８１，５００ ３０２，５００ ２６４，５００ ２１２，７００ １５６，５００ ９８，５００ ３１，４００

� １７年以上
１８年未満 ４０２，１００ ３５７，５００ ２９９，４００ ２４３，９００ １７９，９００ ２９８，１００ ２６０，５００ ２０９，４００ １５３，９００ ９６，９００ ３０，０００

� １８年以上
１９年未満 ３９７，７００ ３５３，５００ ２９６，１００ ２４１，３００ １７８，３００ ２９３，７００ ２５６，５００ ２０６，１００ １５１，３００ ９５，３００ ２８，６００

� １９年以上
２０年未満 ３９３，３００ ３４９，５００ ２９２，８００ ２３８，７００ １７６，７００ ２８９，３００ ２５２，５００ ２０２，８００ １４８，７００ ９３，７００ ２７，２００

� ２０年以上
２１年未満 ３８８，９００ ３４５，５００ ２８９，５００ ２３６，１００ １７５，１００ ２８４，９００ ２４８，５００ １９９，５００ １４６，１００ ９２，１００ ２５，８００

� ２１年以上
２２年未満 ３６９，６００ ３２８，７００ ２７５，８００ ２２４，１００ １６５，９００ ２７３，０００ ２３８，６００ １９２，２００ １４０，５００ ８８，８００ ２５，２００
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� ２２年以上
２３年未満 ３４９，９００ ３１１，６００ ２６１，８００ ２１２，３００ １５６，２００ ２６０，８００ ２２８，５００ １８４，７００ １３５，２００ ８５，１００ ２４，６００

� ２３年以上
２４年未満 ３３０，７００ ２９５，０００ ２４８，４００ ２００，３００ １４７，１００ ２４９，０００ ２１８，８００ １７７，７００ １２９，６００ ８１，９００ ２３，７００

� ２４年以上
２５年未満 ３１１，４００ ２７８，１００ ２３４，６００ １８８，６００ １３７，５００ ２３７，１００ ２０８，８００ １７０，３００ １２４，３００ ７８，２００ ２３，１００

� ２５年以上
２６年未満 ２９２，０００ ２６１，３００ ２２１，０００ １７６，８００ １２８，３００ ２２５，１００ １９８，９００ １６３，１００ １１８，９００ ７４，９００ ２２，５００

� ２６年以上
２７年未満 ２６９，４００ ２４０，６００ ２０３，４００ １６２，５００ １１７，４００ ２１０，０００ １８５，２００ １５２，０００ １１１，１００ ７０，０００ ２１，９００

� ２７年以上
２８年未満 ２４７，２００ ２２０，３００ １８６，４００ １４８，２００ １０７，０００ １９５，２００ １７１，８００ １４１，４００ １０３，２００ ６５，５００ ２１，３００

� ２８年以上
２９年未満 ２２４，９００ ２００，０００ １６９，２００ １３４，０００ ９６，７００ １８０，３００ １５８，４００ １３０，６００ ９５，４００ ６１，１００ ２０，６００

� ２９年以上
３０年未満 ２０２，２００ １７９，３００ １５１，６００ １１９，７００ ８５，８００ １６５，１００ １４４，７００ １１９，５００ ８７，６００ ５６，２００ ２０，３００

	 ３０年以上
３１年未満 １７７，５００ １５７，５００ １３３，７００ １０４，８００ ７５，２００ １４７，８００ １２９，８００ １０８，０００ ７９，１００ ５１，５００ １９，９００


 ３１年以上
３２年未満 １５２，７００ １３５，６００ １１５，５００ ９０，０００ ６４，２００ １３０，４００ １１４，８００ ９６，２００ ７０，７００ ４６，４００ １９，３００

� ３２年以上
３３年未満 １２８，２００ １１４，０００ ９７，７００ ７４，９００ ５３，８００ １１３，３００ １００，１００ ８４，８００ ６２，０００ ４１，９００ １８，５００

� ３３年以上
３４年未満 ９０，２００ ８２，２００ ７１，７００ ５５，８００ ３９，７００ ８２，８００ ７５，３００ ６５，３００ ４９，４００ ３３，８００ １７，６００


 ３４年以上
３５年未満 ５５，０００ ５２，５００ ４７，５００ ３７，５００ ２６，５００ ５５，０００ ５２，５００ ４７，５００ ３７，５００ ２６，５００ １６，９００

備考１ この表において、期間の区分欄に掲げる年数は、採用の日又は第４条各号の職員となつた日以後の期間を示す。
２ この表において、「職員給与条例１号職員」とは職員給与条例第１８条の４第１項第１号の職を占める職員を、「職員給与条例２号職員」とは同項
第２号の職を占める職員を、「職員給与条例３号職員」とは同項第３号の職を占める職員を、「職員給与条例４号職員」とは同項第４号の職を占め
る職員をいう。

３ この表において、「１種」とは第２条第１項第１号の職を占める職員を、「２種」とは同項第２号の職を占める職員を、「３種」とは同項第３号
の職を占める職員を、「４種」とは同項第４号の職を占める職員を、「５種」とは同項第５号の職を占める職員という。

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１０６８
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第７（第３条関係）

中学校・小学校教育職員給料表級別標準職務表

別表第７（第３条関係）

中学校・小学校教育職員給料表級別標準職務表

職務の級 標準的な職務 職務の級 標準的な職務

省略 省略

２級 省略 ２級 省略

特２級 中学校又は小学校の主幹教諭の職務 特２級 中学校 の主幹教諭の職務

省略 省略

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。
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公営企業管理規程

�愛媛県人事委員会規則７－１０６９
職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（伝染病防疫作業従事職員の特殊勤務手当）

第３条 条例第５条に定める「伝染病」とは、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）

第６条第２項から第５項まで及び第７項並びに検疫法（昭和２６年

法律第２０１号）第２条に規定する感染症（特に必要がある場合は、

結核を含む。）並びに家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）

第２条第１項に規定する家畜伝染病中人畜共通の伝染病並びに人

事委員会がこれらに相当すると認める伝染病をいう。

（伝染病防疫作業従事職員の特殊勤務手当）

第３条 条例第５条に定める「伝染病」とは、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）

第６条第２項から第５項まで及び 検疫法（昭和２６年

法律第２０１号）第２条に規定する感染症（特に必要ある 場合は、

結核を含む。）並びに家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）

第２条第１項に規定する家畜伝染病中人畜共通の伝染病並びに人

事委員会がこれらに相当すると認める伝染病をいう。

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第１号
愛媛県企業職員就業規程等の一部を改正する等の管理規程を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員就業規程等の一部を改正する等の管理規程

（愛媛県企業職員就業規程の一部改正）

第１条 愛媛県企業職員就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤務時間）

第４条 職員の勤務時間は、１週間につき３８時間４５分（地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児

休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定

する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認

を受けた職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をす

ることとなつた職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）

にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の

規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」という。）の

内容に従い１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間３５分

のいずれかで管理者が定める時間、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６

第１項若しくは第２項の規定により採用された職員で同法第２８条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任

用短時間勤務職員」という。）にあつては１５時間３０分から３１時間

までの範囲内で管理者が定める時間、育児休業法第１８条第１項又

は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成

１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員（以下「任

期付短時間勤務職員」という。）にあつては３１時間までの範囲内

で管理者が定める時間）とする。

（勤務時間）

第４条 職員の勤務時間は、１週間につき４０時間 （地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児

休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定

する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認

を受けた職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をす

ることとなつた職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）

にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の

規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」という。）の

内容に従い２０時間、２４時間又は２５時間

のいずれかで管理者が定める時間、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６

第１項若しくは第２項の規定により採用された職員で同法第２８条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任

用短時間勤務職員」という。）にあつては１６時間から３２時間まで

の範囲内で管理者が定める時間、育児休業法第１８条第１項又

は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成

１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員（以下「任

期付短時間勤務職員」という。）にあつては３２時間までの範囲内

で管理者が定める時間）とする。
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２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに管理者が定める

日、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつては

日曜日及び土曜日に加え、月曜日から金曜日までの５日間におい

て職員ごとに管理者が定める日）は、週休日（勤務時間を割り振

らない日をいう。以下同じ。）とし、前項の勤務時間は、月曜日

から金曜日までの５日間（育児短時間勤務職員等、再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつては、１週間ごとの期

間）において

午前８時３０分から午後５時１５分までに割り振る。ただし、特別

の事情を有する職員であつて、管理者が適当と認めるものの勤務

時間については、別に定めるところによる。

３ 所属長は、前項の規定による週休日において特に勤務すること

を命ずる必要がある場合には、同項の規定により勤務時間が割り

振られた日（以下「勤務日」という。）のうち、当該勤務するこ

とを命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の日から当該勤

務することを命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の日ま

での期間内にある勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振

られた勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り

振り、又は当該期間内にある勤務日の勤務時間のうち４時間

を当該勤務日に割り振ることを

やめて当該４時間の勤務時間を当該勤務することを命ずる必要が

ある日に割り振ることができる。

４ 前項の規定に基づく週休日の振替（以下「週休日の振替」とい

う。）又は同項の規定に基づく４時間の勤務時間の割振り変更

（以下「４時間の勤務時間の割振り変更」という。）を行う場合

には、週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更を行つた

後において、週休日が毎４週間につき４日以上となるようにし、

かつ、前２項の規定により勤務時間が割り振られた日（以下「勤

務日等」という。）が引き続き２４日を超えないようにしなければ

ならない。

５ 所属長は、週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更を

行つた場合には、職員に対して速やかにその旨を通知しなければ

ならない。

（遅参早退）

第７条 病気その他の理由により遅参し、又は早退する者は、欠勤

による場合にあつてはその理由及び時間を欠勤簿に、年次有給休

暇による場合にあつてはその時間を年次有給休暇簿に記載し、所

属長に届け出なければならない。ただし、公務のため遅参し、又

は早退する者は、所属長の承認を受け出勤簿に押印することがで

きる。

（休憩時間）

第８条 休憩時間は、午後零時から午後１時まで

とする。

（当直）

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに管理者が定める

日、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつては

日曜日及び土曜日に加え、月曜日から金曜日までの５日間におい

て職員ごとに管理者が定める日）は、週休日（勤務時間を割り振

らない日をいう。以下同じ。）とし、前項の勤務時間は、月曜日

から金曜日までの５日間（育児短時間勤務職員等、再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつては、１週間ごとの期

間）において、公営企業管理局に勤務する職員については午前８

時３０分から午後５時３０分までに、事業所に勤務する職員について

は午前８時３０分から午後５時１５分までに割り振る。ただし、特別

の事情を有する職員であつて、管理者が適当と認めるものの勤務

時間については、別に定めるところによる。

３ 所属長は、前項の規定による週休日において特に勤務すること

を命ずる必要がある場合には、同項の規定により勤務時間が割り

振られた日（以下「勤務日」という。）のうち、当該勤務するこ

とを命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の日から当該勤

務することを命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の日ま

での期間内にある勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振

られた勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り

振り、又は当該期間内にある勤務日の勤務時間のうち半日勤務時

間（４時間の勤務時間のみが割り振られている勤務日以外の勤務

日の始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する４時間

の勤務時間をいう。以下同じ。）を当該勤務日に割り振ることを

やめて当該半日勤務時間 を当該勤務することを命ずる必要が

ある日に割り振ることができる。

４ 前項の規定に基づく週休日の振替（以下「週休日の振替」とい

う。）又は同項の規定に基づく半日勤務時間 の割振り変更

（以下「半日勤務時間 の割振り変更」という。）を行う場合

には、週休日の振替又は半日勤務時間 の割振り変更を行つた

後において、週休日が毎４週間につき４日以上となるようにし、

かつ、前２項の規定により勤務時間が割り振られた日（以下「勤

務日等」という。）が引き続き２４日を超えないようにしなければ

ならない。

５ 所属長は、週休日の振替又は半日勤務時間 の割振り変更を

行つた場合には、職員に対して速やかにその旨を通知しなければ

ならない。

（遅参早退）

第７条 病気その他の理由により遅参し、又は早退する者は、欠勤

による場合にあつてはその理由及び時間を欠勤簿に、年次有給休

暇による場合にあつてはその時間を年次休暇簿 に記載し、所

属長に届け出なければならない。ただし、公務のため遅参し、又

は早退する者は、所属長の承認を受け出勤簿に押印することがで

きる。

（休憩時間）

第８条 休憩時間は、公営企業管理局に勤務する職員については午

後零時から午後１時までと、事業所に勤務する職員については午

後零時１５分から午後１時までとする。ただし、事業所に勤務する

職員の１日の勤務時間が８時間を超える場合においては、更に１５

分の休憩時間を勤務時間の途中に置く。

（当直）
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第１０条 職員の当直勤務は、愛媛県地方機関庁舎における当直勤務

に関する規則（昭和５５年愛媛県規則第１６号）の例によるものとす

る。この場合において

、同規則第７条第１項

第２号中「女子及び満１８歳未満の者」とあるのは、「満１８歳未満

の者」とする。

第１０条 職員の当直勤務は、愛媛県地方機関庁舎における当直勤務

に関する規則（昭和５５年愛媛県規則第１６号）の例によるものとす

る。この場合において、同規則第５条第２項及び第３項中「午後

５時３０分」とあるのは「午後５時１５分」と、同規則第７条第１項

第２号中「女子及び満１８歳未満の者」とあるのは 「満１８歳未満

の者」とする。

（愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程の一部改正）

第２条 愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤務時間）

第３条 特殊勤務者の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分（地方

公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下

「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項

に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）

の承認を受けた職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤

務をすることとなつた職員にあつては承認を受けた育児短時間勤

務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務の内容に従い１９

時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間３５分のいずれかで

管理者が定める時間、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８

条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは

第２項の規定により採用された職員で同法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占めるものにあつては１５時間３０分から３１

時間までの範囲内で管理者が定める時間、育児休業法第１８条第１

項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員にあ

つては３１時間までの範囲内で管理者が定める時間）とする。

２～４ 省略

（勤務時間）

第３条 特殊勤務者の勤務時間は、１週間当たり４０時間 （地方

公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下

「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項

に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）

の承認を受けた職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤

務をすることとなつた職員にあつては承認を受けた育児短時間勤

務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務の内容に従い２０

時間、２４時間又は２５時間 のいずれかで

管理者が定める時間、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８

条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは

第２項の規定により採用された職員で同法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占めるものにあつては１６時間から３２時間

まで の範囲内で管理者が定める時間、育児休業法第１８条第１

項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員にあ

つては３２時間までの範囲内で管理者が定める時間）とする。

２～４ 省略

（愛媛県公営企業事業所の執務時間に関する管理規程の廃止）

第３条 愛媛県公営企業事業所の執務時間に関する管理規程（平成１９年愛媛県公営企業管理規程第１号）は、廃止する。

附 則

この管理規程は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第２号
愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特定幹部職員に相当する職員の期末手当及び勤勉手当）

第６条の２ 別表第２右欄に掲げる区分が１種に該当する職を占め

る職員の期末手当及び勤勉手当については、一般職給与条例第１９

条第２項に規定する特定幹部職員の例による。

（期末手当及び勤勉手当の算定基礎額につき加算を受ける職員及

び加算額の割合）

第７条 別表第２右欄に掲げる区分が１種に該当する職を占める職

（特定幹部職員に相当する職員の期末手当及び勤勉手当）

第６条の２ 局長、中央病院長及び中央病院事務局長の職にある者

の期末手当及び勤勉手当については、一般職給与条例第１９

条第２項に規定する特定幹部職員の例による。

（期末手当及び勤勉手当の算定基礎額につき加算を受ける職員及

び加算額の割合）

第７条 局長、中央病院長及び中央病院事務局長の職にある者
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員の期末手当及び勤勉手当の算定基礎額の給料月額は、当該給料

月額に次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。

� 局長、病院長（中央病院長に限る。）及び中央病院事務局長

の職を占める職員 １００分の１２５

� 前号に掲げる職を占める職員以外の職員 １００分の１１５

附 則

（初任給調整手当の特例）

７ 当分の間、第９条の規定によりその例によることとされる一般

職給与条例第１８条の４の規定による初任給調整手当のほか、医療

職給料表�の適用を受ける職員のうち、愛媛県立病院の小児科、

産婦人科及び麻酔科に勤務する職員に対して、月額１００，０００円を

超えない範囲内において、管理者が定める額を初任給調整手当と

して支給する。

別表第２（第５条関係）

管理職手当の支給を受ける者の範囲及び区分

の期末手当及び勤勉手当の算定基礎額の給料月額は、当該給料

月額に１００分の１２５

を乗じて得た額とする。

附 則

（初任給調整手当の特例）

７ 当分の間、第９条の規定によりその例によることとされる一般

職給与条例第１８条の４の規定による初任給調整手当のほか、医療

職給料表�の適用を受ける職員のうち、愛媛県立病院の小児科、

産婦人科及び麻酔科に勤務する職員に対して、月額１００，０００円の

初任給調整手当を

支給する。

別表第２（第５条関係）

管理職手当の支給を受ける者の範囲及び区分

公 職 区 分 公 職 区 分

省略

病院長

中央病院事務局長

企画調査監

今治病院事務局長

新居浜病院事務局長

中央病院副院長

中央病院のセンター長

医局長

中央病院看護部長

１ 種 省略

中央病院長

中央病院事務局長

１ 種

病院長（中央病院長を除く。）

企画調査監

今治病院事務局長

新居浜病院事務局長

中央病院副院長

中央病院のセンター長

医局長

中央病院看護部長

２ 種

省略 省略

別表第３（第５条関係）

１ 行政職給料表

別表第３（第５条関係）

１ 行政職給料表

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当

省略 省略

８ 級 １ 種 ９４，６００円 ８ 級 ２ 種 ８５，１００円

省略 省略

２ 医療職給料表� ２ 医療職給料表�

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当

４ 級 省略 ４ 級 省略

３ 種 ８８，８００円 ２ 種 ９９，８００円

省略 省略

３ 省略

４ 医療職給料表�

３ 省略

４ 医療職給料表�

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当
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７ 級 １ 種 ９３，５００円 ７ 級 ２ 種 ８４，２００円

省略 省略

省略 省略

別表第４（第５条関係）

１ 行政職給料表

別表第４（第５条関係）

１ 行政職給料表

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当

省略 省略

８ 級 １ 種 ７９，８００円 ８ 級 ２ 種 ７１，８００円

省略 省略

２ 医療職給料表� ２ 医療職給料表�

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当

４ 級 省略 ４ 級 省略

３ 種 ７４，２００円 ２ 種 ８３，５００円

省略 省略

３ 省略

４ 医療職給料表�

３ 省略

４ 医療職給料表�

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当

７ 級 １ 種 ７５，８００円 ７ 級 ２ 種 ６８，３００円

省略 省略

省略 省略

附 則

この管理規程は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第３号
愛媛県企業職員の給与の特例に関する管理規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員の給与の特例に関する管理規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員の給与の特例に関する管理規程（平成１８年愛媛県公営企業管理規程第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給料月額の特例）

第２条 職員の給料月額（企業職員給与規程第９条の規定又は特定

任期付企業職員給与規程の規定によりその例によることとされる

職員又は特定任期付職員に適用される職員の給与に関する条例等

の一部を改正する条例（平成１７年愛媛県条例第８８号。以下「一般

職給与改正条例」という。）附則第７項から第９項までの規定に

よる給料を支給される職員にあっては、給料月額とこれらの規定

による給料の額の合計額）は、企業職員給与規程第２条から第４

条までの規定、特定任期付企業職員給与規程の規定によりその例

によることとされている職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛

県条例第５７号。以下「一般職員給与条例」という。）第３条から

第４条の２までの規定、一般職給与改正条例附則第７項から第９

項までの規定又は一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平

成１５年愛媛県条例第１号。以下「一般職任期付職員条例」とい

う。）第７条の規定にかかわらず、これらの規定により定められ

（給料月額の特例）

第２条 職員の給料月額（企業職員給与規程第９条の規定又は特定

任期付企業職員給与規程の規定によりその例によることとされる

職員又は特定任期付職員に適用される職員の給与に関する条例等

の一部を改正する条例（平成１７年愛媛県条例第８８号。以下「一般

職給与改正条例」という。）附則第７項から第９項までの規定に

よる給料を支給される職員にあっては、給料月額とこれらの規定

による給料の額の合計額）は、企業職員給与規程第２条から第４

条までの規定、特定任期付企業職員給与規程の規定によりその例

によることとされている職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛

県条例第５７号。以下「一般職員給与条例」という。）第３条から

第４条の２までの規定、一般職給与改正条例附則第７項から第９

項までの規定又は一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平

成１５年愛媛県条例第１号。以下「一般職任期付職員条例」とい

う。）第７条の規定にかかわらず、これらの規定により定められ
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た額から当該額に、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端

数を生じたときは、これを切り捨てた額）を減じて得た額とす

る。ただし、給料の調整額及び退職手当の額の算出の基礎となる

給料月額については、この限りでない。

� 企業職員給与規程第６条の２の規定により期末手当及び勤勉

手当について一般職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹

部職員の例によることとされる職員 １００分の６

�～� 省略

附 則

２ この管理規程は、平成２２年３月３１日限り、その効力を失う。

た額から当該額に、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端

数を生じたときは、これを切り捨てた額）を減じて得た額とす

る。ただし、給料の調整額及び退職手当の額の算出の基礎となる

給料月額については、この限りでない。

� 局長、中央病院長又は中央病院事務局長の職にある者

１００分の６

�～� 省略

附 則

２ この管理規程は、平成２１年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

この管理規程は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第４号
愛媛県企業職員被服貸与規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員被服貸与規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員被服貸与規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。

様式第１号を次のように改める。
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附 則

この管理規程は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第１号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県公営企業事業所処務規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県公営企業事業所処務規則の一部を改正する訓令

愛媛県公営企業事業所処務規則（昭和５７年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（当直）

第２１条 省略

２・３ 省略

４ 愛媛県地方機関庁舎における当直勤務に関する規則（昭和５５年

愛媛県規則第１６号）の規定は、前３項の当直勤務について準用す

る。この場合において

、同規則第７条第１項

第２号中「女子及び満１８歳未満の者」とあるのは、「満１８歳未満

の者」と読み替えるものとする。

（当直）

第２１条 省略

２・３ 省略

４ 愛媛県地方機関庁舎における当直勤務に関する規則（昭和５５年

愛媛県規則第１６号）の規定は、前３項の当直勤務について準用す

る。この場合において、同規則第５条第２項及び第３項中「午後

５時３０分」とあるのは「午後５時１５分」と、同規則第７条第１項

第２号中「女子及び満１８歳未満の者」とあるのは 「満１８歳未満

の者」と読み替えるものとする。

附 則

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第２号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（伝染病医療従事手当）

第９条 規程別表第５に規定する「伝染病」とは、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第２項から第４項まで及び第７項並びに検疫法（昭和

２６年法律第２０１号）第２条に規定する感染症（特に必要がある場

合は、結核を含む。）並びに家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第

１６６号）第２条第１項に規定する家畜伝染病中人畜共通の伝染病

並びに管理者がこれらに相当すると認める伝染病をいう。

２・３ 省略

（伝染病医療従事手当）

第９条 規程別表第５に規定する「伝染病」とは、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第２項から第４項まで及び 検疫法（昭和

２６年法律第２０１号）第２条に規定する感染症（特に必要ある 場

合は、結核を含む。）並びに家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第

１６６号）第２条第１項に規定する家畜伝染病中人畜共通の伝染病

並びに管理者がこれらに相当すると認める伝染病をいう。

２・３ 省略

附 則

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。
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�愛媛県公営企業訓令第３号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の特例に関する規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の特例に関する規則の一部を改正する訓令

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の特例に関する規則（平成１８年愛媛県公営企業訓令第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この訓令は、平成２２年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

２ この訓令は、平成２１年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

平成２１年３月３１日 発行
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